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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
  ２層以上からなる二軸配向ポリエステルフィルムを基材とし、前記基材は、粒子を実質
的に含有していない表面層Ａと粒子を含有する表面層Ｂを有し、表面層Ａの表面上に離型
塗布層が積層され、かつ表面層Ｂの表面上に平滑化塗布層が積層されてなり、平滑化塗布
層が易滑性樹脂及び架橋剤を含み、易滑性樹脂がシリコーングラフトアクリル樹脂であり
、架橋剤がイソシアネート又はカルボジイミドであり、平滑化塗布層の領域表面平均粗さ
（Ｓａ）が５nm以上２５nm以下かつ最大突起高さ（Ｐ）が８００nm以下であることを特徴
するセラミックシート製造用離型フィルム。
（但し、易滑性樹脂とは、ポリエステルフィルムに積層したときの表面自由エネルギーγ
sが２５ｍＮ／ｍ以下のものを言う。）
【請求項２】
  表面層Ｂに含有する粒子が、シリカ粒子及び／又は炭酸カルシウム粒子であり、粒子の
合計が表面層Ｂ中に５０００～１５０００ｐｐｍ含有されていることを特徴とする請求項
１に記載のセラミックシート製造用離型フィルム。
【請求項３】
  前記離型フィルムの離型塗布層の領域表面平均粗さ（Ｓａ）が５nm以下かつ最大突起高
さ３０nm以下であることを特徴とする請求項１または２に記載のセラミックシート製造用
離型フィルム。
【請求項４】
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  前記離型フィルムの離型塗布層と平滑化塗布層を重ね合わせたときの静摩擦係数μsが
０．１以上２．０以下であることを特徴とする請求項１～３のいずれかに記載のセラミッ
クシート製造用離型フィルム。
【請求項５】
  請求項１～４のいずれかに記載のセラミックシート製造用離型フィルムを用いて作成す
ることを特徴とするセラミックシートの製造方法。
【請求項６】
  セラミックシートが０．２μｍ～１．０μｍの厚みを有することを特徴とする請求項５
に記載のセラミックシートの製造方法。
【請求項７】
  請求項５または６に記載のセラミックシートの製造方法を用いることを特徴とするセラ
ミックコンデンサの製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、超薄層のセラミックシート製造用離型フィルムに関するものであり、詳しく
は超薄層のセラミックシート製造時にピンホール及び厚みムラによる工程不良の発生を抑
制したものを製造し得る、超薄層のセラミックシート製造用離型フィルムに関するもので
ある。
【背景技術】
【０００２】
　従来ポリエステルフィルムを基材とし、その上に離型層を積層した離型フィルムは、積
層セラミックコンデンサ、セラミック基板等のセラミックシート成型用に使用されている
。近年、積層セラミックコンデンサの小型化・大容量化に伴い、セラミックシートの厚み
も薄膜化する傾向にある。そのため、ポリエステルフィルムの離型層表面にセラミックシ
ートを成型する場合、離型層表面の微小な突起が成型したセラミックシートに影響を与え
、ハジキやピンホール等の欠点を生じやすくなるといった問題点があった。そのため、優
れた平坦性を有する離型層表面を実現するための手法が種々開発されてきた。
【０００３】
　しかしながら、近年、さらなるセラミックシートの薄膜化が進み、１．０μｍ以下、よ
り詳しくは０．２μｍ～１．０μｍの厚みのセラミックシートが要求されるようになって
きた。そのため、離型層表面をどれだけ平坦にしても、セラミックシート塗布後の巻取り
において、離型層の反対面の突起が、巻き取られたセラミックシートに影響を与え、厚み
不良やピンホール欠点が生じるという問題が発生してきた。このため、離型層表面だけで
なく、離型層の反対面にも高い平坦性が必要とされているが、離型層表面だけでなく、離
型層の反対面の平坦性も高くすると、滑り性やエア抜け性が低下し、離型フィルムロール
作成時に、シワや平面性が低下するという問題点があった。また、滑り性が低下すると、
離型フィルム製造工程やセラミックシート製造工程での搬送ロールに対する滑り性が低下
し、ハンドリング性に劣るという問題点もあった。
【０００４】
　そこで、離型層の反対面を平坦化する検討として、ポリエステル基材中の粒子を制御す
ることで、離型層表面及び反対面の突起を制御した離型フィルムが提案されている（特許
文献１、２参照）。しかし、この方法では、粒子の凝集によって最大突起が大きくなる場
合があり、より薄膜化されたセラミックシートの製造工程では、ピンホールなどの欠点を
完全になくすことができない場合がある。
【０００５】
　また、離型層に粒子を含有させ、離型層とは反対面を平滑化しても、ハンドリング性を
低下させない方法が提案されている（特許文献３参照）。更には、ハンドリング性と平滑
性を両立する方法として、粒子を含まないポリエステル基材に、平滑な離型層を作成後、
離型層とは反対面に、樹脂層を塗工し、樹脂の相分離現象を使用して樹脂層のみで凹凸を
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つける方法が提案されている（特許文献４参照）。
【０００６】
　しかし、特許文献３に記載される方法によると、フィラーにより、適度な突起を表面に
設けることができるが、粒子の凝集による粗大突起の発生や、粒子が脱落することによる
工程汚染の問題がある。一方、特許文献４に記載される方法を用いると、基材、塗布層と
もにフィラーを含有しないため、粗大突起の問題は発生しないが、樹脂の相分離現象を利
用して凹凸を制御しているため、凹凸が不十分で、滑り性が悪くなりハンドリング性が低
下することがある。
【０００７】
　そのため、特許文献３または特許文献４に記載されるようなフィルムで作成したフィル
ムロールは、滑り性が悪く、エア抜けが十分でないため、作成したときは、平滑なフィル
ムであっても、フィルムロールを作成してから経時で、帯状のシワなどの発生により、平
面性が悪化し、平滑性が失われることがある。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００８】
【特許文献１】特開２００７－６２１７９号公報
【特許文献２】特開２０１４－１２３７２号公報
【特許文献３】特開２０１０－６９８６８号公報
【特許文献４】特開２０１３－６０５５５号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　本発明は、上記実情に鑑み鋭意検討した結果、得られたものであり、超薄層のセラミッ
クシート製造時に、厚み不良やピンホール等の欠点を実質上生じることがなく、ハンドリ
ング性に優れた超薄層のセラミックシート製造用離型フィルムを提供しようとするもので
ある。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　本発明者らは上記課題を解決するために鋭意検討した結果、表面粗さを制御したポリエ
ステルフィルムを用い、片面に離型塗布層、もう一方の表面に、平滑化塗布層を設けるこ
とでさらに高次に表面粗さと滑り性を制御することができ、０．２～１．０μｍの厚みの
超薄層のセラミックシート製造時に、厚み不良やピンホール等の欠点を実質上生じること
がなく、ハンドリング性に優れた超薄層のセラミックシート製造用離型フィルムを提供す
ることができることを見出した。
【００１１】
  即ち、本発明は以下の構成よりなる。
１．  ２層以上からなる二軸配向ポリエステルフィルムを基材とし、前記基材は、粒子を
実質的に含有していない表面層Ａと粒子を含有する表面層Ｂを有し、表面層Ａの表面上に
離型塗布層が積層され、かつ表面層Ｂの表面上に平滑化塗布層が積層されてなり、平滑化
塗布層が易滑性樹脂及び架橋剤を含み、易滑性樹脂がシリコーングラフトアクリル樹脂で
あり、架橋剤がイソシアネート又はカルボジイミドであり、平滑化塗布層の領域表面平均
粗さ（Ｓａ）が５nm以上２５nm以下かつ最大突起高さ（Ｐ）が８００nm以下であることを
特徴するセラミックシート製造用離型フィルム。
（但し、易滑性樹脂とは、ポリエステルフィルムに積層したときの表面自由エネルギーγ
sが２５ｍＮ／ｍ以下のものを言う。）
２．  表面層Ｂに含有する粒子が、シリカ粒子及び／又は炭酸カルシウム粒子であり、粒
子の合計が表面層Ｂ中に５０００～１５０００ｐｐｍ含有されていることを特徴とする上
記第１に記載のセラミックシート製造用離型フィルム。
３．  前記離型フィルムの離型塗布層の領域表面平均粗さ（Ｓａ）が５nm以下かつ最大突
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起高さ３０nm以下であることを特徴とする上記第１または第２に記載のセラミックシート
製造用離型フィルム。
４．　前記離型フィルムの離型塗布層と平滑化塗布層を重ね合わせたときの静摩擦係数μ
sが０．１以上２．０以下であることを特徴とする上記第１～第３のいずれかに記載のセ
ラミックシート製造用離型フィルム。
５．  上記第１～第４のいずれかに記載のセラミックシート製造用離型フィルムを用いて
作成することを特徴とするセラミックシートの製造方法。
６．  セラミックシートが０．２μｍ～１．０μｍの厚みを有することを特徴とする上記
第５に記載のセラミックシートの製造方法。
７．  上記第５または第６に記載のセラミックシートの製造方法を用いることを特徴とす
るセラミックコンデンサの製造方法。
 
【発明の効果】
【００１２】
　本発明の超薄層のセラミックシート製造用離型フィルムは、従来のセラミックシート製
造用離型フィルムと比較して、離型層表面の平坦性が高く、さらに反対面の平坦性および
ハンドリング性にも優れるため、０．２～１．０μmの超薄層のセラミックシート製造時
の厚み不良やピンホール等の欠点を実質上生じることなく、超薄層のセラミックシートを
製造することができる。さらに、本発明の離型フィルムを用いたロールは、フィルムロー
ル形成後の経時での巻姿も良好なため、超薄膜セラミックシート製造時のハンドリング性
を良好に保つことができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１３】
　以下、本発明について詳細に説明する。
【００１４】
　本発明の超薄層セラミックシート製造用離型フィルムを構成する基材フィルムは、実質
的に粒子を含有しない表面層Ａと、粒子を含有する表面層Ｂを有した少なくとも２層から
なる二軸配向ポリエステルフィルムであり、前記表面層Ａ上に離型層が積層され、かつ前
記表面層Ｂ上に平滑化塗布層を設けられたものである。
【００１５】
　本発明の超薄層セラミックシート製造用離型フィルムの離型層と平滑化塗布層との間の
静摩擦係数μｓは、０．１以上２．０以下であることが好ましい。μｓが、２．０以下で
あれば滑り性が良好であり、ロールに巻き上げるときにシワなどが発生することがなく、
平面性が良好であり、セラミックシートの成型に好適に使用できる。また、μｓが０．１
以上であると、滑り性が高過ぎず、ロールに巻き上げるときにズレが発生することがなく
好ましい。
【００１６】
（ポリエステルフィルム）
　本発明の基材として用いる二軸配向ポリエステルフィルムを構成するポリエステルは、
特に限定されず、離型フィルム基材として通常一般に使用されているポリエステルをフィ
ルム成形したものを使用することが出来るが、好ましくは、芳香族二塩基酸成分とジオー
ル成分からなる結晶性の線状飽和ポリエステルであるのが良く、例えば、ポリエチレンテ
レフタレート、ポリエチレン－２，６－ナフタレート、ポリブチレンテレフタレート、ポ
リトリメチレンテレフタレート又はこれらの樹脂の構成成分を主成分とする共重合体がさ
らに好適であり、とりわけポリエチレンテレフタレートから形成されたポリエステルフィ
ルムが特に好適である。ポリエチレンテレフタレートは、エチレンテレフタレートの繰り
返し単位が好ましくは９０モル％以上、より好ましくは９５モル％以上であり、他のジカ
ルボン酸成分、ジオール成分が少量共重合されていてもよいが、コストの点から、テレフ
タル酸とエチレングリコールのみから製造されたものが好ましい。また、本発明のフィル
ムの効果を阻害しない範囲内で、公知の添加剤、例えば、酸化防止剤、光安定剤、紫外線
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吸収剤、結晶化剤などを添加してもよい。
【００１７】
　上記ポリエチレンテレフタレートフィルムの固有粘度は０．５０～０．７０ｄｌ／ｇが
好ましく、０．５２～０．６２ｄｌ／ｇがより好ましい。固有粘度が０．５０ｄｌ／ｇ以
上の場合、延伸工程で破断が多く発生することがなく好ましい。逆に、０．７０ｄｌ／ｇ
以下の場合、所定の製品幅に裁断するときの裁断性が良く、寸法不良が発生ないので好ま
しい。また、原料は十分に真空乾燥することが好ましい。
【００１８】
　本発明における二軸配向ポリエステルフィルムの製造法は特に限定されず、従来一般に
用いられている方法を用いることが出来る。例えば、前記ポリエステルを押出機にて溶融
して、フィルム状に押出し、回転冷却ドラムにて冷却することにより未延伸フィルムを得
て、該未延伸フィルムを二軸延伸することにより得ることが出来る。二軸延伸フィルムは
、縦方向あるいは横方向の一軸延伸フィルムを横方向または縦方向に逐次二軸延伸する方
法、或いは未延伸フィルムを縦方向と横方向に同時二軸延伸する方法で得ることが出来る
。
【００１９】
　本発明において、ポリエステルフィルム延伸時の延伸温度はポリエステルの二次転移点
（Ｔｇ）以上とすることが好ましい。縦、横おのおのの方向に１～８倍、特に２～６倍の
延伸をすることが好ましい。
【００２０】
　上記ポリエステルフィルムは、厚みが１２～５０μｍであることが好ましく、さらに好
ましくは１５～３８μｍである。フィルムの厚みが１２μｍ以上であれば、フィルム生産
時や加工工程、成型の時に、熱により変形するおそれがなく好ましい。一方、フィルムの
厚みが５０μｍ以下であれば、使用後に廃棄するフィルムの量が極度に多くならず、環境
負荷を小さくする上で好ましい。
【００２１】
　上記二軸配向ポリエステルフィルム基材は、少なくとも２層以上の多層構成からなる積
層ポリエステルフィルムであることが好ましい。このポリエステルフィルムは、少なくと
も実質的に粒子を含有しない表面層Ａと、粒子を含有する表面層Ｂを有し、離型層を塗布
する側の層をＡ層、その反対面の平滑化塗布層を塗布する側の層をＢ層、これら以外の芯
層をＣ層とすると、厚み方向の層構成は離型層／Ａ／Ｂ／平滑化塗布層、あるいは離型層
／Ａ／Ｃ／Ｂ／平滑化塗布層等の積層構造が挙げられる。当然ながらＣ層は複数の層構成
であっても構わない。
【００２２】
　本発明における二軸配向ポリエステルフィルム基材において、離型層を塗布する面を形
成する表面層Ａは、実質的に粒子を含有しないことが好ましい。このとき、表面層Ａの領
域表面平均粗さ（Ｓａ）は、７ｎｍ以下が好ましい。Ｓａが７ｎｍ以下であると、積層す
る超薄層セラミックシートの成型時にピンホールなどの発生が起こりにくく好ましい。表
面層Ａの領域表面平均粗さ（Ｓａ）は小さいほど好ましいと言えるが、０．１ｎｍ以上で
あって構わない。この「粒子を実質的に含有しない」とは、例えば無機粒子の場合、ケイ
光Ｘ線分析で無機元素を定量した場合に５０ｐｐｍ以下、好ましくは１０ｐｐｍ以下、最
も好ましくは検出限界以下となる含有量を意味する。これは積極的に粒子をフィルム中に
添加させなくても、外来異物由来のコンタミ成分や、原料樹脂あるいはフィルムの製造工
程におけるラインや装置に付着した汚れが剥離して、フィルム中に混入する場合があるた
めである。
【００２３】
　本発明における二軸配向ポリエステルフィルム基材において、離型層を塗布する面の反
対面を形成する表面層Ｂは、フィルムの滑り性や空気の抜けやすさの観点から、粒子を含
有することが好ましく、特にシリカ粒子及び／又は炭酸カルシウム粒子を用いることが好
ましい。含有される粒子含有量は、表面層Ｂ中に粒子の合計で５０００～１５０００ｐｐ
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ｍ含有することが好ましい。このとき、表面層Ｂのフィルムの領域表面平均粗さ（Ｓａ）
は、２０～４０ｎｍの範囲であることが好ましい。シリカ粒子及び／又は炭酸カルシウム
粒子の合計が５０００ｐｐｍ以上、Ｓａが２０ｎｍ以上の場合には、フィルムをロール状
に巻き上げるときに、空気を均一に逃がすことができ、巻き姿が良好で平面性良好により
、超薄層セラミックシートの製造に好適なものとなる。また、シリカ粒子及び／又は炭酸
カルシウム粒子の合計が１５０００ｐｐｍ以下、Ｓａが４０ｎｍ以下の場合には、滑剤の
凝集が生じにくく、粗大突起ができないため、超薄層のセラミックシート製造時に品質が
安定し好ましい。
【００２４】
　上記Ｂ層に含有する粒子としては、シリカ及び／又は炭酸カルシウム以外に不活性な無
機粒子及び／又は耐熱性有機粒子などを用いることができるが、透明性やコストの観点か
らシリカ粒子及び／又は炭酸カルシウム粒子を用いることがより好ましいが、他に使用で
きる無機粒子としては、アルミナ－シリカ複合酸化物粒子、ヒドロキシアパタイト粒子な
どが挙げられる。また、耐熱性有機粒子としては、架橋ポリアクリル系粒子、架橋ポリス
チレン粒子、ベンゾグアナミン系粒子などが挙げられる。またシリカ粒子を用いる場合、
多孔質のコロイダルシリカが好ましく、炭酸カルシウム粒子を用いる場合は、ポリアクリ
ル酸系の高分子化合物で表面処理を施した軽質炭酸カルシウムが、滑剤の脱落防止の観点
から好ましい。
【００２５】
　上記表面層Ｂに添加する粒子の平均粒子径は、０．１μｍ以上２．０μｍ以下が好まし
く、０．５μｍ以上１．０μｍ以下が特に好ましい。粒子の平均粒子径が０．１μｍ以上
であれば、離型層の滑り性が良好であり好ましい。また、平均粒子径が２．０μｍ以下で
あれば、離型層表面に粗大粒子によるピンホールが発生するおそれがなく好ましい。
【００２６】
　上記表面層Ｂには素材の異なる粒子を２種類以上含有させてもよい。また、同種の粒子
で平均粒径の異なるものを含有させてもよい。
【００２７】
　上記離型層を設ける側の層である表面層Ａには、ピンホール低減の観点から、滑剤など
の粒子の混入を防ぐため、再生原料などを使用しないことが好ましい。
【００２８】
　上記離型層を設ける側の層である表面層Ａの厚み比率は、基材フィルムの全層厚みの２
０％以上５０％以下であることが好ましい。２０％以上であれば、表面層Ｂなどに含まれ
る粒子の影響をフィルム内部から受けづらく、領域表面平均粗さＳａが上記の範囲を満足
することが容易であり好ましい。基材フィルムの全層の厚みの５０％以下であると、表面
層Ｂにおける再生原料の使用比率を増やすことができ、環境負荷が小さく好ましい。
【００２９】
　また、経済性の観点から上記表面層Ａ以外の層（表面層Ｂもしくは前述の中間層Ｃ）に
は、５０～９０質量％のフィルム屑やペットボトルの再生原料を使用することができる。
この場合でも、Ｂ層に含まれる滑剤の種類や量、粒径ならびに領域表面平均粗さ（Ｓａ）
は、上記の範囲を満足することが好ましい。
【００３０】
　また、後に塗布する離型層や平滑化塗布層との密着性を向上させたり、帯電を防止する
などのために表面層Ａ及び／または表面層Ｂの表面に製膜工程内の延伸前または一軸延伸
後のフィルムにコート層を設けてもよい。コロナ処理などを施すこともできる。
【００３１】
（離型塗布層）
　本発明における離型塗布層を構成する樹脂には特に限定はなく、シリコーン樹脂、フッ
素樹脂、アルキド樹脂、各種ワックス、脂肪族オレフィンなどを用いることができ、各樹
脂を単独もしくは、２種類以上併用することもできる。
【００３２】
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　本発明の離型塗布層として、例えばシリコーン樹脂とは、分子内にシリコーン構造を有
する樹脂のことであり、硬化型シリコーン、シリコーングラフト樹脂、アルキル変性など
の変性シリコーン樹脂などが挙げられるが、移行性などの観点から反応性の硬化シリコー
ン樹脂を用いることが好ましい。反応性の硬化シリコーン樹脂としては、付加反応系のも
の、縮合反応系のもの、紫外線もしくは電子線硬化系のものなどを用いることができる。
より好ましくは、低温で加工できる低温硬化性の付加反応系のもの、および紫外線もしく
は、電子線硬化系のものがよい。これらのものを用いることで、ポリエステルフィルムへ
の塗工加工時に、低温で加工できる。そのため、加工時におけるポリエステルフィルムへ
の熱ダメージが少なく、平面性の高いポリエステルフィルムが得られ、０．２～１．０μ
ｍ厚みの超薄膜セラミックシート製造時にもピンホールなどの欠点が少ないセラミックシ
ートを得ることができる。
【００３３】
　付加反応系のシリコーン樹脂としては、例えば末端もしくは側鎖にビニル基を導入した
ポリジメチルシロキサンとハイドロジエンシロキサンとを、白金触媒を用いて反応させて
硬化させるものが挙げられる。このとき、１２０℃で３０秒以内に硬化できる樹脂を用い
る方が、低温での加工ができ、より好ましい。例としては、東レ・ダウコーンニング社製
の低温付加硬化型（ＬＴＣ１００６Ｌ、ＬＴＣ１０５６Ｌ、ＬＴＣ３００Ｂ、ＬＴＣ３０
３Ｅ、ＬＴＣ３１０、ＬＴＣ３１４、ＬＴＣ３５０Ｇ、ＬＴＣ４５０Ａ、ＬＴＣ３７１Ｇ
、ＬＴＣ７５０Ａ、ＬＴＣ７５５、ＬＴＣ７６０Ａなど）および熱ＵＶ硬化型（ＬＴＣ８
５１、ＢＹ２４－５１０、ＢＹ２４－５６１、ＢＹ２４－５６２など）、信越化学社製の
溶剤付加＋ＵＶ硬化型（Ｘ６２－５０４０、Ｘ６２－５０６５、Ｘ６２－５０７２Ｔ、Ｋ
Ｓ５５０８など）、デュアルキュア硬化型（Ｘ６２－２８３５、Ｘ６２－２８３４、Ｘ６
２－１９８０など）などが挙げられる。
【００３４】
　縮合反応系のシリコーン樹脂としては、例えば、末端にＯＨ基をもつポリジメチルシロ
キサンと末端にＨ基をもつポリジメチルシロキサンを、有機錫触媒を用いて縮合反応させ
、３次元架橋構造をつくるものが挙げられる。
【００３５】
　紫外線硬化系のシリコーン樹脂としては、例えば最も基本的なタイプとして通常のシリ
コーンゴム架橋と同じラジカル反応を利用するもの、不飽和基を導入して光硬化させるも
の、紫外線でオニウム塩を分解して強酸を発生させ、これでエポキシ基を開裂させて架橋
させるもの、ビニルシロキサンへのチオールの付加反応で架橋するもの等が挙げられる。
また、前記紫外線の代わりに電子線を用いることもできる。電子線は紫外線よりもエネル
ギーが強く、紫外線硬化の場合のように開始剤を用いなくても、ラジカルによる架橋反応
を行うことが可能である。使用する樹脂の例としては、信越化学社製のＵＶ硬化系シリコ
ーン（Ｘ６２－７０２８Ａ／Ｂ、Ｘ６２－７０５２、Ｘ６２－７２０５、Ｘ６２－７６２
２、Ｘ６２－７６２９、Ｘ６２－７６６０など）、モメンティブ・パフォーマンス・マテ
リアルズ社製のＵＶ硬化系シリコーン（ＴＰＲ６５０２、ＴＰＲ６５０１、ＴＰＲ６５０
０、ＵＶ９３００、ＵＶ９３１５、ＸＳ５６－Ａ２９８２、ＵＶ９４３０など）、荒川化
学社製のＵＶ硬化系シリコーン（シリコリースＵＶ　ＰＯＬＹ２００、ＰＯＬＹ２１５、
ＰＯＬＹ２０１、ＫＦ－ＵＶ２６５ＡＭなど）が挙げられる。
【００３６】
　上記、紫外線硬化系のシリコーン樹脂としては、アクリレート変性や、グリシドキシ変
性されたポリジメチルシロキサンなどを用いることもできる。これら変性されたポリジメ
チルシロキサンを、多官能のアクリレート樹脂やエポキシ樹脂などと混合し、開始剤存在
下で使用することでも良好な離型性能を出すことができる。
【００３７】
　その他用いられる樹脂の例としては、ステアリル変性アルキド樹脂およびメチル化メラ
ミンの反応などで得られるアルキド系樹脂なども好適である。
【００３８】
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　本発明の離型塗布層に上記樹脂を用いる場合は、1種類で使用してもよいし、２種類以
上を混合して用いてもよい。また、剥離力を調整するために、軽剥離添加剤や、重剥離添
加剤といった添加剤を混合することも可能である。
【００３９】
　本発明の離型塗布層には、粒径が１μｍ以下の粒子などを含有することができるが、ピ
ンホール発生の観点から粒子など突起を形成するものは含有しないほうが好ましい。
【００４０】
　本発明の離型塗布層には、密着向上剤や、帯電防止剤などの添加剤などを添加してもよ
い。また、基材との密着性を向上させるために、離型塗布層を設ける前にポリエステルフ
ィルム表面に、アンカーコート、コロナ処理、プラズマ処理、大気圧プラズマ処理等の前
処理をすることも好ましい。
【００４１】
　本発明において、離型塗布層の厚みは、その使用目的に応じて設定すれば良く、特に限
定されないが、好ましくは、硬化後の離型塗布層重量が０．０１～０．５ｇ／ｍ2となる
範囲がよい。離型層の厚みが上記範囲より小さいと剥離性能が低下しやすい。また、上記
範囲より大きいと、硬化時間が長くなり、離型フィルムの平面性の低下によるセラミック
シートの厚みムラが生じやすい恐れがある。また、硬化時間が長くなると、離型層を構成
する樹脂が凝集しやすくなり、突起を形成し、セラミックシートのピンホール欠点が生じ
る恐れがある。
【００４２】
　離型塗布層を形成させたフィルム表面は、その上で塗布・成型するセラミックシートに
欠陥を発生させないために、平坦であることが望ましく、領域表面平均粗さ（Ｓａ）が５
ｎｍ以下かつ最大突起高さ（Ｐ）が３０ｎｍ以下であることが好ましい。さらには領域表
面平均粗さ５ｎｍ以下かつ最大突起高さ２０nm以下がより好ましい。領域表面粗さが５ｎ
ｍ以下、且つ、最大突起高さが３０ｎｍ以下であれば、セラミックシート形成時に、ピン
ホールなどの欠点を発生がなく、歩留まりが良好で好ましい。領域表面平均粗さ（Ｓａ）
は小さいほど好ましいと言えるが、０．１nm以上であっても構わず、０．３nm以上であっ
ても構わない。最大突起高さ（Ｐ）も小さいほど好ましいと言えるが、１nm以上でも構わ
ず、３nm以上であっても構わない。
【００４３】
　本発明において、離型塗布層の形成方法は、特に限定されず、離型性の樹脂を溶解もし
くは分散させた塗液を、基材のポリエステルフィルムの一方の面に塗布等により展開し、
溶媒等を乾燥により除去後、加熱乾燥、熱硬化または紫外線硬化させる方法が用いられる
。このとき、溶媒乾燥、熱硬化時の乾燥温度は、１８０℃以下であることが好ましく、１
５０℃以下であることがより好ましく、１２０℃以下であることがもっとも好ましい。そ
の加熱時間は、３０秒以下が好ましく、２０秒以下がより好ましい。１８０℃以下の場合
、フィルムの平面性が保たれ、セラミックシートの厚みムラを引き起こす恐れが小さく好
ましい。１２０℃以下であるとフィルムの平面性を損なうことなく加工することができ、
セラミックシートの厚みムラを引き起こす恐れが更に低下するので特に好ましい。
【００４４】
　本発明において、離型塗布層を塗布するときの塗液の表面張力は、特に限定されないが
３０mN/m以下であることが好ましい。表面張力を前記のようにすることで、塗工後の塗れ
性が向上し、乾燥後の塗膜表面の凹凸を低減することができる。
【００４５】
　本発明において、離型塗布層を塗布するときの塗液には、特に限定されないが、沸点が
９０℃以上の溶剤を添加することが好ましい。沸点が９０℃以上の溶剤を添加することで
、乾燥時の突沸を防ぎ、塗膜がレベリングさせることができ、乾燥後の塗膜表面の平滑性
を向上させることができる。その添加量としては、塗液全体に対し、１０～８０質量％程
度添加することが好ましい。
【００４６】
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　上記塗液の塗布法としては、公知の任意の塗布法が適用出来、例えばグラビアコート法
やリバースコート法などのロールコート法、ワイヤーバーなどのバーコート法、ダイコー
ト法、スプレーコート法、エアーナイフコート法、等の従来から知られている方法が利用
できる。
【００４７】
（平滑化塗布層）
　本発明の離型フィルムにおいて、表面層Ｂの上に、平滑化塗布層が設けられている。
　領域表面平均粗さを制御した表面層Ｂ上に、さらに平滑化塗布層を設けることで、より
高度に領域表面平均粗さと最大突起高さを制御することができる。そのため、０．２～１
．０μｍの超薄層セラミックシートを離型塗布層に成型後、ロール状に巻き取った後でも
、平滑化塗布層の凹凸転写がなく超薄層セラミックシートのピンホールなどの欠点を抑制
することができる。
【００４８】
　本発明における平滑化塗布層の領域表面平均粗さ（Ｓａ）は５nm以上２５nm以下かつ最
大突起高さ（Ｐ）は８００nm以下であることが好ましい。より好ましくは、領域表面平均
粗さ（Ｓａ）は７nm以上２３nm以下かつ最大突起高さ（Ｐ）が７５０nm以下であり、Ｓａ
が１０ｎｍ以上２０ｎｍ以下かつＰが７００ｎｍ以下がさらに好ましい。領域表面粗さ（
Ｓａ）が５nm以上であれば、滑り性が良く巻き取り時にシワなどが発生せず平面性が保た
れるので好ましい。一方、領域表面平均粗さ（Ｓａ）が２５nm以下であり、且つ、最大突
起高さ（Ｐ）が８００nm以下の場合には、セラミックシート塗布後の巻取りにおいて、巻
き取られたセラミックシートに、平滑化塗布層の突起の凹凸が転写されることがなく、ピ
ンホールなどの欠点を生じるおそれが小さいので好ましい。最大突起高さ（Ｐ）は小さい
ことが好ましいが、１０nm以上であっても構わず、２０ｎｍ以上であっても構わない。
【００４９】
　本発明における平滑化塗布層を構成する樹脂は、特に限定されないが、ポリエステル樹
脂、アクリル樹脂、ポリウレタン樹脂、シリコーン系樹脂、フッ素系樹脂などを用いるこ
とができる。これらの樹脂を単独で用いてもよいし、２種類以上を混合して用いてもよい
。
【００５０】
　平滑化塗布層の構成する樹脂の一部には、高度に平滑な表面でも滑り性を保持するため
に、易滑性樹脂を用いることが好ましい。易滑性樹脂とは、ポリエステルフィルム上に塗
布後、乾燥及び／又は硬化して積層した樹脂層の表面自由エネルギーγｓが２５ｍＮ／ｍ
以下であるものをいい、例としては、シリコーン系樹脂やフッ素系の樹脂、長鎖アルキル
変性された樹脂などが挙げられる。
【００５１】
　本発明の平滑化塗布層中の樹脂に占める易滑性樹脂の割合は、特に限定はされないが、
１質量％～１００質量％含有することが好ましい。１質量％以上から滑り性向上の効果が
期待でき、より好ましくは３質量％以上、特に好ましくは５％以上ある。上限はもちろん
１００質量％である。
【００５２】
　本発明で易滑性樹脂として用いるシリコーン系樹脂の例としては、硬化型シリコーン、
シリコーングラフトアクリル樹脂、エポキシ変性シリコーン、アクリレート変性シリコー
ン、アミノ変性シリコーンなどが挙げられる。
【００５３】
　本発明で易滑性樹脂として用いるフッ素系樹脂の例としては、パーフルオロアルキル基
がグラフトされた樹脂や、フッ素原子をもつオレフィン化合物と共重合した樹脂などが挙
げられる。
【００５４】
　本発明で易滑性樹脂として用いる長鎖アルキル変性された樹脂の例としては、（メタ）
アクリル酸エステルを主なる繰り返し単位とする重合体であり、エステル交換された部分
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が炭素数１２～３０の長鎖アルキル基である樹脂などが挙げられる。
【００５５】
　本発明の平滑化塗布層に用いられる樹脂の数平均分子量Ｍｎは２５０～２００００であ
ることが好ましい。より好ましくは、３００～１５０００であり、さらに好ましくは５０
０～１００００である。数平均分子量が２００００以下の場合、表面層Ｂ塗布時の流動性
が良好でレベリング性が良好であるため、凹凸を効果的に埋めることができ、領域表面粗
さを上記範囲にすることが容易となり好ましい。また、数平均分子量Ｍｎが２５０以上の
場合、乾燥時に樹脂の凝集が起こりにくく、粗大突起が発生することがないため、最大高
さが上記範囲にすることが容易となり好ましい。
【００５６】
　本発明の平滑化塗布層の厚みは、０．２～２．０μｍであることが好ましく、０．３～
１．５μｍであることがさらに好ましい。厚みが、０．２μｍ以上の場合、Ｂ層の凹凸を
埋めることが容易であり、最大高さを上記範囲にすることが容易であり好ましい。また、
厚みが２．０μｍ以下であれば、平滑性が向上し過ぎることがなく、滑り性を満足できる
ので好ましい。
【００５７】
　本発明の平滑化塗布層の表面自由エネルギーγsは、３０ｍＮ／ｍ以下であることが好
ましく、より好ましくは２３ｍＮ／ｍ以下である。これにより、高度に平滑化したポリエ
ステルフィルムでも、離型ポリエステルフィルムの製造工程やセラミックシート製造工程
での搬送ロールに対する滑り性の悪化を防ぎ、シワの発生や、ブロッキングを防止するこ
とができる。しかしながら、あまりにも平滑化塗布層の表面自由エネルギーγsが小さす
ぎるとロール状に巻き取った場合に巻きずれが発生するおそれがあるので、下限は１２ｍ
Ｎ／ｍ以上であることが好ましい。
【００５８】
　本発明の塗布層には、必要に応じて架橋剤を添加することも好ましい。架橋剤を添加す
ることで、平滑化塗布層の耐溶剤性、移行性などを抑制することができる。添加できる架
橋剤の種類は、特に限定されないが、イソシアネート系、カルボジイミド系、エポキシ系
、メラミン系、オキサゾリン系などを用いることができる。
【００５９】
　例えば、本発明の平滑化塗布層に、シリコーングラフトアクリル樹脂を用いる場合、架
橋剤として、イソシアネートやカルボジイミドを使用することで、シリコーングラフトア
クリル樹脂が離型層に移行し、離型層の剥離性に悪影響を与える可能性を抑制することが
できるので好ましい。
【００６０】
　本発明の平滑化塗布層を構成する樹脂の一部には、離型層で用いられる樹脂と同程度の
帯電列のものを含有することが好ましい。例えば、離型層にシリコーン系樹脂を用いる場
合、塗布層にもシリコーン系樹脂を含有する方が好ましい。同程度の帯電列の樹脂を混合
することで、接触時の帯電を抑制し、フィルムロールからフィルムを巻き出す際の剥離帯
電を少なくすることができる。
【００６１】
　本発明における平滑化塗布層の加工方法については、特に限定されないが、離型塗布層
と同時に両面加工する方法、または片面を加工後に反対面を加工する方法で加工すること
ができる。後者の場合は、離型層を加工した後に塗布層を加工するほうが好ましい。離型
層は、セラミックシート層を積層するため、平面性が塗布層に比べ、より均一なものが必
要になる。そのため、離型層を塗布するときに、離型層の反対面の滑り性が良い方が塗布
時にシワなどが入りにくく、より均一に塗工することができる。
【００６２】
　また、平滑化塗布層の加工は、ポリエステルフィルム製膜時に塗工するインラインコー
トではなく、ポリエステルフィルム製膜後に加工するオフラインコートで加工することが
好ましい。オフラインで行なう方が塗工時の張力や巻取時の張力などを高度に制御できる
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ため、平滑性と滑り性を高度に両立することができる。
【００６３】
　上記塗液の塗布法としては、公知の任意の塗布法が適用出来、例えばグラビアコート法
やリバースコート法などのロールコート法、ワイヤーバーなどのバーコート法、スプレー
コート法、エアーナイフコート法等の従来から知られている方法が利用できる。
【実施例】
【００６４】
  以下に、実施例を用いて本発明のさらに詳細に説明するが、本発明はこれらの実施例に
よりなんら限定されるものではない。本発明で用いた特性値は下記の方法を用いて評価し
た。なお、以下の実施例１～７、１０及び１１は、それぞれ参考例１～７、１０及び１１
と読み替えることとする。
【００６５】
（表面粗さ）
　非接触表面形状計測システム（ＶｅｒｔＳｃａｎ　Ｒ５５０Ｈ－Ｍ１００）を用いて、
下記の条件で測定した値である。領域表面平均粗さ（Ｓａ）は、５回測定の平均値を採用
し、最大突起高さ（Ｐ）は５回測定の最大値を採用した。
　（測定条件）
　　・測定モード：ＷＡＶＥモード
　　・対物レンズ：５０倍
　　・０．５×Ｔｕｂｅレンズ
　　・測定面積　１８７×１３９μｍ
【００６６】
（静摩擦係数）
　離型フィルムロールから８ｃｍ×５ｃｍの面積に切り出し、試料フィルムを作成した。
これを大きさ６ｃｍ×５ｃｍの底面を有する重さ１．４ｋｇの金属製直方体底面に、平滑
化塗布層が表に現れるように固定した。この時、試料フィルムの５ｃｍ幅方向と金属直方
体の５ｃｍ幅方向を合わせ、試料フィルムの長手方向の一辺を折り曲げ、金属直方体の側
面に粘着テープで固定した。
【００６７】
　次いで、同じ離型フィルムロールから２０ｃｍ×１０ｃｍの面積に試料フィルムを切り
出し、離型層表面が表に現れるように、平らな金属板上に長手方向端部を粘着テープで固
定した。この上に試料フィルムを貼り付けた金属製直方体の測定面を接するように置き、
引っ張りスピード２００ｍｍ／分、２３℃、６５％ＲＨ条件下で静摩擦係数（μｓ）を測
定した。
　滑り性について、以下の基準で判断した。
○：０．１＜μｓ＜１．５
△：１．５＜μｓ＜２．５
×　：摩擦係数が高すぎて測定不可
【００６８】
（表面自由エネルギー）
　表面張力が既知である水、およびヨウ化メチレンの本発明中に記載のフィルムもしくは
樹脂に対する接触角：θw、θyを接触角計（協和界面科学株式会社製：CA-X型）を用い、
２５℃、５０％ＲＨの条件下で測定した。これらの測定値を用い、以下のようにして、本
発明中で記載のフィルムもしくは樹脂の表面張力γsを算出した。
【００６９】
　表面自由エネルギーγsは、分散性成分γsdと極性成分γspとの和である。すなわち、
γs＝γsd＋γsp　　　　　（式１）
　また、Youngの式より、
γs＝γsw＋γw×cosθw　 （式２）
γs＝γsy＋γy×cosθy　 （式３）
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　ここで、γswはフィルムもしくは樹脂と水との間に働く張力、γswはフィルムもしくは
樹脂とヨウ化メチレンとの間に働く張力、γwは水の表面張力、γyはヨウ化メチレンの表
面張力である。
　また、Fowkesの式より、
γsw＝γs＋γw－２×（γsd×γwd）1/2－２×（γsp×γwp）1/2 （式４）
γsy＝γs＋γy－２×（γsd×γyd）1/2－２×（γsp×γyp）1/2 （式５）
である。ここで、γwdは水の表面張力の分散性成分、γwpは水の表面張力の極性成分、γ
ydはヨウ化メチレンの表面張力の分散性成分、γypはヨウ化メチレンの表面張力の極性成
分である。
　式１から式５の連立方程式を解くことにより、フィルムもしくは樹脂の表面張力γs＝
γsd＋γspを算出できる。この時、水の表面張力（γw）は７２．８ｄｙｎｅ／ｃｍ、ヨ
ウ化メチレンの表面張力（γy）は５０．５ｄｙｎｅ／ｃｍ、水の表面張力の分散性成分
（γwd）は２１．８ｄｙｎｅ／ｃｍ、水の表面張力の極性成分（γwp）は５１．０ｄｙｎ
ｅ／ｃｍ、ヨウ化メチレンの表面張力の分散性成分（γyd）は４９．５ｄｙｎｅ／ｃｍ、
ヨウ化メチレンの表面張力の極性成分（γyp）は１．３ｄｙｎｅ／ｃｍを用いた。
【００７０】
（セラミックグリーンシートのピンホール評価）
　下記、材料からなる組成物を攪拌混合し、２．０ｍｍのガラスビーズを分散媒とするペ
イントシェーカーを用いて2時間分散し、セラミックスラリーを得た。
トルエン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２２．５質量％
エタノール　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２２．５質量％
チタン酸バリウム（富士チタン社製　ＨＰＢＴ－１）　　　　　　５０　　質量％
ポリビニルブチラール（積水化学社製　エスレックＢＨ－３）　　　５　　質量％
　次いで得られた離型フィルムサンプルの離型面にアプリケーターを用いて乾燥後のスラ
リーが１μｍの厚みになるように塗布し９０℃で１分乾燥後、スラリー面と平滑化塗布層
面を重ね合わせ、10分間、1kg/cm2の加重を掛けたあと、離型フィルムを剥離し、セラミ
ックグリーンシートを得た。
　得られたセラミックグリーンシートのフィルム幅方向の中央領域において２５ｃｍ２の
範囲でセラミックスラリーの塗布面の反対面から光を当て、光が透過して見えるピンホー
ルの発生状況を観察し、下記基準で目視判定した。
○：ピンホールの発生なし
△：ピンホールの発生がほぼなし
×：ピンホールの発生が多数あり
【００７１】
（耐溶剤性）
　本発明のフィルムの平滑化塗布層にトルエン／エタノール＝１／１の溶剤を付着した綿
棒で擦ったときの外観変化から評価した。
○：外観に変化なし
△：外観にやや変化あり（白化）
×：外観が大幅に変化（白くなる）
【００７２】
（平滑化塗布層の移行性評価）
　本発明のフィルムの平滑化塗布層を、未処理のＰＥＴフィルムにを重ね合わせ、１ｋｇ
／ｃｍ２の加重を１０分間かけたあと、未処理のＰＥＴフィルムに移行したシリコーン成
分をマジックペンの弾き具合で評価した。評価基準は、以下の通りとして目視判断した。
○：マジックペンが全く弾かない
△：マジックペンが少し弾く
×：マジックペンが著しく弾く
【００７３】
（ポリエチレンテレフタレートペレット（ＰＥＴＩ）の調製）
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　エステル化反応装置として、攪拌装置、分縮器、原料仕込口及び生成物取出口を有する
３段の完全混合槽よりなる連続エステル化反応装置を用いた。ＴＰＡ（テレフタル酸）を
２トン／時とし、ＥＧ（エチレングリコール）をＴＰＡ１モルに対して２モルとし、三酸
化アンチモンを生成ＰＥＴに対してＳｂ原子が１６０ｐｐｍとなる量とし、これらのスラ
リーをエステル化反応装置の第１エステル化反応缶に連続供給し、常圧にて平均滞留時間
４時間、２５５℃で反応させた。次いで、第１エステル化反応缶内の反応生成物を連続的
に系外に取り出して第２エステル化反応缶に供給し、第２エステル化反応缶内に第１エス
テル化反応缶から留去されるＥＧを生成ＰＥＴに対して８質量％供給し、さらに、生成Ｐ
ＥＴに対してＭｇ原子が６５ｐｐｍとなる量の酢酸マグネシウム四水塩を含むＥＧ溶液と
、生成ＰＥＴに対してＰ原子が４０ｐｐｍのとなる量のＴＭＰＡ（リン酸トリメチル）を
含むＥＧ溶液を添加し、常圧にて平均滞留時間１時間、２６０℃で反応させた。次いで、
第２エステル化反応缶の反応生成物を連続的に系外に取り出して第３エステル化反応缶に
供給し、高圧分散機（日本精機社製）を用いて３９ＭＰａ（４００ｋｇ／ｃｍ２）の圧力
で平均処理回数５パスの分散処理をした平均粒径が０．９μｍの多孔質コロイダルシリカ
０．２質量％と、ポリアクリル酸のアンモニウム塩を炭酸カルシウムあたり１質量％付着
させた平均粒径が０．６μｍの合成炭酸カルシウム０．４質量％とを、それぞれ１０％の
ＥＧスラリーとして添加しながら、常圧にて平均滞留時間０．５時間、２６０℃で反応さ
せた。第３エステル化反応缶内で生成したエステル化反応生成物を３段の連続重縮合反応
装置に連続的に供給して重縮合を行い、９５％カット径が２０μｍのステンレススチール
繊維を焼結したフィルターで濾過を行ってから、限外濾過を行って水中に押出し、冷却後
にチップ状にカットして、固有粘度０．６０ｄｌ／ｇのＰＥＴチップを得た（以後、ＰＥ
Ｔ（Ｉ）と略す）。ＰＥＴチップ中の滑剤含有量は０．６質量％であった。
【００７４】
（ポリエチレンテレフタレートペレット（ＰＥＴII）の調製）
　一方、上記ＰＥＴチップの製造において、炭酸カルシウム、シリカ等の粒子を全く含有
しない固有粘度０．６２ｄｌ／ｇのＰＥＴチップを得た（以後、ＰＥＴ（II）と略す。）
。
【００７５】
（積層フィルムＸ１の製造）
　これらのＰＥＴチップを乾燥後、２８５℃で溶融し、別個の溶融押出し機押出機により
２９０℃で溶融し、９５％カット径が１５μｍのステンレススチール繊維を焼結したフィ
ルターと、９５％カット径が１５μｍのステンレススチール粒子を焼結したフィルターの
２段の濾過を行って、フィードブロック内で合流して、ＰＥＴ（I）を表面層Ｂ（反離型
面側層）、ＰＥＴ（II）を表面層Ａ（離型面側層）となるように積層し、シート状に４５
ｍ／分のスピードで押出（キャステイング）し、静電密着法により３０℃のキャスティン
グドラム上に静電密着・冷却させ、固有粘度が０．５９ｄｌ／ｇの未延伸ポリエチレンテ
レフタレートシートを得た。層比率は各押出機の吐出量計算でＰＥＴ（I）／（II）＝６
０％／４０％となるように調整した。次いで、この未延伸シートを赤外線ヒーターで加熱
した後、ロール温度８０℃でロール間のスピード差により縦方向に３．５倍延伸した。そ
の後、テンターに導き、１４０℃で横方向に４．２倍の延伸を行なった。次いで、熱固定
ゾーンにおいて、２１０℃で熱処理した。その後、横方向に１７０℃で２．３％の緩和処
理をして、厚さ３１μｍの二軸延伸ポリエチレンテレフタレートフィルムＸ１を得た。得
られたフィルムＸ１の表面層ＡのＳａは２ｎｍ、表面層ＢのＳａは２８ｎｍであった。
【００７６】
（離型層Ｙ１の形成）
　下記実施例１～１１及び比較例１～５において、ＵＶ硬化型シリコーン樹脂（モメンテ
ィブ社製　ＵＶ９３００）１００質量部と硬化触媒ビス（アルキルフェニル）ヨードニウ
ムヘキサフルオロアンチモネート１質量部を、トルエン／メチルエチルケトン／ヘプタン
（＝３：５：２）溶液で希釈し、固形分２質量％の離型剤溶液を調製した。この離剤溶液
を積層フィルムＸ１の粒子を含有しない表面層Ａに乾燥重量０．１ｇ／ｍ2となるように
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リバースグラビアコーターにて塗布し、次いで、９０℃の熱風で３０秒間乾燥した後、直
ちに無電極ランプ（フュージョン株式会社製Ｈバルブ）にて紫外線照射（３００mJ/cm2）
を行い、離型層Ｙ１を形成した。
【００７７】
　但し、基材フィルムとしてＥ５１００を使用した比較例２においては、任意の片面に実
施例１と同様に離型層を塗布し、その後、平滑性塗布層は、基材の前記離型層を塗布した
面の反対表面に塗布した。
【００７８】
（離型層Ｙ２の形成）
　下記実施例１２において、熱付加型シリコーン樹脂（東レ・ダウコーニング社製　ＬＴ
Ｃ３１０）１００質量部と硬化触媒（東レダウ・コーニング社製　ＳＲＸ２１２）を２質
量部をトルエン／メチルエチルケトン＝５／５溶液で希釈し、固形分２質量％の離型剤溶
液を調整した。この離剤溶液を積層フィルムＸ１の粒子を含有しない表面層Ａに乾燥重量
０．１ｇ／ｍ2となるようにリバースグラビアコーターにて塗布し、次いで、１２０℃の
熱風で３０秒間乾燥し離型層Ｙ２を形成した。
【００７９】
（平滑化塗布層）
（易滑性樹脂(1)）
(1)－１：　シリコーン変性アクリル樹脂（γs：１８ｍＮ／ｍ、アクリル骨格の計算Tg：
１２０℃、酸価：６５mgKOH/g, ）
(1)－２：　アクリレート基を有する変性ポリジメチルシロキサン（ビックケミージャパ
ン社製　ＢＹＫ３５０５ γｓ：１９ｍＮ／ｍ）
(1)－３：脂環式エポキシ変性シリコーン樹脂（γｓ１７ｍＮ／ｍ，モメンティブ社製Ｕ
Ｖ９４３０）
【００８０】
（樹脂(2)）
(2)－１：ポリエステル樹脂（東洋紡製　バイロン２２０、Ｍｎ３０００）
(2)－２：ポリエステル樹脂（東洋紡製　バイロン２２６　Ｍｎ８０００）
(2)－３：ポリエステル樹脂（東洋紡製　バイロン２７０　Ｍｎ２３０００）
(2)－４：アクリレート化合物（新中村化学工業製、ジペンタエリスリトールヘキサアク
リレート　分子量５７８）
(2)－５：エポキシ変性アクリル樹脂（Ｔｇ１００℃、Ｍｎ１１０００）
【００８１】
（架橋剤(3)）
(3)－１：イソシアネート系架橋剤（日本ポリウレタン工業製、コロネートＬ）
(3)－２：カルボジイミド架橋剤（日清紡ケミカル製、カルボジライトＶ－０５）
【００８２】
（平滑化塗布層Ｚ１の形成）
　シリコーン変性アクリル樹脂(1)－１　（γs：１８dyne/cm、アクリル骨格の計算Tg：
１２０℃、酸価：６５mgKOH/g）を、トルエン／メチルエチルケトン（＝１：１）溶液で
希釈し、固形分１０質量％の塗工液ｚ１を調製した。この塗工液ｚ１を積層フィルムの離
型層と反対面に乾燥重量０．７ｇ／ｍ2となるようにリバースグラビアコーターにて塗布
し、１２０℃３０秒乾燥することで平滑化塗布層Ｃ１を形成した。
【００８３】
（平滑化塗布層Ｚ２～Ｚ７の形成）
　表１に記載の樹脂、混合割合、膜厚になるように調整し、平滑化塗布層Ｚ１と同様の方
法で平滑化塗布層Ｚ２～Ｚ７を形成した。
【００８４】
（平滑化塗布層Ｚ８、Ｚ９の形成）
　表１に記載の必要になるように、架橋剤を添加し、１６０℃３０秒乾燥すること以外は
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、平滑化塗布層Ｚ１と同様の方法で平滑化塗布層Ｚ８、Ｚ９を形成した。
【００８５】
（平滑化塗布層Ｚ１０の形成）
　表１に記載の樹脂を混合し、光開始剤（イルガキュア１８４、ＢＡＳＦ製）を添加し、
塗工後９０℃３０秒乾燥した後、直ちに無電極ランプ（フュージョン株式会社製Ｈバルブ
）にて紫外線照射（３００mJ/cm2）すること以外は、平滑化塗布層Ｚ１と同様の方法で平
滑化塗布層Ｚ１０を形成した。
【００８６】
（平滑化塗布層Ｚ１１の形成）
　表１に記載の樹脂を混合し、硬化触媒ビス（アルキルフェニル）ヨードニウムヘキサフ
ルオロアンチモネート１質量部添加する以外は、平滑化塗布層Ｚ１０と同様の方法にて平
滑化塗布層Ｚ１１形成した。
【００８７】
実施例１
　積層フィルムＸ１の表面層Ａ上に離型層Ｙ１を形成した後に、表面層Ｂ上に平滑化塗布
層Ｚ１を形成することで超薄層セラミックシート製造用離型フィルムを得た。
【００８８】
実施例２～１２
　表１に記載の組み合わせで超薄層セラミックシート製造用離型フィルムを得た。
【００８９】
比較例１
　平滑化塗布層を形成しないこと以外は、実施例１と同様の方法で超薄層セラミックシー
ト製造用離型フィルムを得た。
【００９０】
比較例２
　積層フィルムＸ１の代わりに、Ｅ５１００－２５μｍ（東洋紡製）に変更した以外は、
実施例１と同様の方法で超薄層セラミックシート製造用離型フィルムを得た。Ｅ５１００
は、表面層Ａ、表面層Ｂともに粒子を含有しており、表面層Ａ、表面層Ｂの両層のＳａが
ともに３１ｎｍであった。
【００９１】
比較例３～５
　表１記載の組み合わせで、超薄層セラミックシート製造用離型フィルムを得た。
【００９２】
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【表１】

【産業上の利用可能性】
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【００９３】
　本発明のセラミックシート製造用離型フィルムは、従来のセラミックシート製造用離型
フィルムと比較して、離型層表面の平坦性が高く、さらに反対面の平坦性およびハンドリ
ング性にも優れるため、０．２～１．０μmの超薄層のセラミックシート製造時の厚み不
良やピンホール等の欠点を実質上生じることなく、超薄層のセラミックシートを製造する
ことを可能とした。さらに、本発明の離型フィルムを用いたフィルムロールは、フィルム
ロール形成後の経時での巻姿も良好なため、超薄膜のセラミックシート製造時のハンドリ
ング性を良好に保つことができる。
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